
 

＜報道発表資料＞ 

令和８年８月２４日 

京都市産業観光局 農林振興室 

 

「農林業雇用・就労支援事業（農業版）」の募集開始 
 

京都市の農業は、消費地に隣接する特徴を生かして、新鮮な農作物を届けられるなど、市

民の暮らしを支える重要な役割を担っています。こうした京都市の農業を維持していくた

めには、新たな担い手の確保・育成が重要です。 

本事業では、農業分野への新たな担い手の参入促進、安定した雇用体制の構築等を図るこ

とを目的に、「安心して働ける環境・職場をつくりたい」「新たな労働者を雇いたい」と考え

ている農業者を対象として、「職場環境改善」「法人化」「雇用募集・雇用実践」に係る取組

を支援します。 

 

【事業の概要】 

●支援対象者（１～３のいずれにも該当する農業者） 

１．認定農業者※1 又は認定新規就農者※２ 

※１ 京都市内に営農地があって、京都市⾧、京都府知事、近畿農政局⾧、農林水産大

臣のいずれかから農業経営改善計画の認定を受けている方 

 ※２ 経営開始資金又は農業次世代人材投資資金（経営開始型）の交付期間中であるた

め、農業経営改善計画の認定を受けられない方を含みます。 

２．各支援事業で指定された農業経営人材育成研修プログラムの科目を受講修了してい

る方 

３．各支援事業で定めた要件を全て満たす方 

 

● 支援事業 

 １．職場環境改善事業 

  職場環境改善の専門家を農業現場に派遣し、アドバイスを受けながら働きやすい職場

づくりを進めていただきます。 

  ○派遣回数：５回以内 

 

 ２．法人化に関する補助事業 

  個人農家が法人化する際にかかる経費（定款認証費用、代表取締役印の作成費用、司法

書士への報酬等）を補助します。 

  ○補助上限額：10 万円（千円未満切捨て） 

 



 

 ３．雇用募集に関する補助事業 

  求人活動にかかる経費（求人誌や求人サイトへの掲載費、合同企業説明会への出展費等）

を補助します。 

  ○補助上限額：6 万円（千円未満切捨て） 

 
 ４．雇用実践に関する補助事業 

  試験雇用（３か月超１２か月以下の有期雇用）した場合の経費を補助します。 

  ○定額補助 

   ・雇用時間が週３５時間以上（障害者雇用の場合は週２０時間以上）の場合 

１人あたり４万円/月 

   ・雇用時間が週２０時間以上３５時間未満の場合 

１人あたり２万円/月 

※ 採用から４か月目～令和９年３月末を補助対象の期間とし、１か月未満の期間は

切捨て 

  ○補助の対象とする新規雇用者の数：２人まで 

 

【募集期間】 

令和８年８月２５日（火）午前９時～令和８年９月１５日（火）午後５時 

 

【応募方法】 

応募書類に必要事項を記入のうえ、持参、郵送、電子メール、又は FAX により御提出く

ださい。（※令和８年９月１５日（火）午後５時必着） 

 

【申請先・問い合せ先】 

●北部農業振興センター 

〒６０３－８５１１ 京都市北区紫野東御所田町 33-1 北区役所 2 階 

Tel ０７５－３６６－２０１０  Fax ０７５－３６６－２４５３ 

Mail hokubunogyo@city.kyoto.lg.jp 

担当区域 北区、上京区、左京区(花脊、広河原、久多地域除く)、中京区、右京区（京

北地域除く） 

 

●南部農業振興センター 

〒６１２－８５１１ 京都市伏見区鷹匠町 39-2 伏見区役所 3 階 

Tel ０７５－５８５－３２０２  Fax ０７５－５７４－７２１３ 

Mail nanbunogyo@city.kyoto.lg.jp 

担当区域 東山区、山科区、下京区、南区、伏見区 

 



 

●南部農業振興センター洛西分室 

〒６１０－１１９８ 京都市西京区大原野東境谷町二丁目 1-2 洛西支所 2 階 

Tel ０７５－３２３－７３２１  Fax ０７５－３２３－７３５０ 

Mail nanbunogyo@city.kyoto.lg.jp 

担当区域 西京区 

 

●京北・左京山間部農林業振興センター 

〒６０１－０２９２ 京都市右京区京北周山町上寺田 1-1 京北合同庁舎内 

Tel ０７５－８５２－１８１７  Fax ０７５－８５２－１８２７ 

Mail keihokunourin@city.kyoto.lg.jp 

担当区域 右京区京北地域、左京区花脊・広河原・久多地域 

 

【報道機関からの問合せ先】 

●京都市産業観光局農林振興室 

Tel ０７５－２２２－３３５１ 
  

【留意事項】 

・補助金交付決定は、交付申請から３０日以内を目安に行いますが、諸般の事情により３０

日を超えることがあります。 

・本補助金と、国、地方公共団体等の他の補助金等を併給することは可能ですが、併給しよ

うとする補助金等が併給可能か御確認ください。また、併給する場合は適切に報告を行って

ください。 

・専門家からのアドバイスで得られた知見につきましては、貴事業体内のみで共有するもの

とし、広く公表しないよう、御留意ください。 

・研修中撮影する写真等につきましては、専門家及び京都市が今後の普及啓発に用いること

もありますので、あらかじめ御了承ください（※写真撮影が難しい場合、事前にお申し出く

ださい）。 

・研修中や専門家による指導中の撮影写真や動画、職場環境改善の状況等につきましては、

SNS 等への掲載を控えていただき、使用される際は京都市に事前連絡いただきますようお

願いいたします。 


